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おわりに
は じ め に
イギリスは，１９９７年に OECDによる１５歳の「生徒の学習到達度調査」（PISA）
への参加を決定し，過去４回の PISAに参加している。１９９７年といえば，ちょ
うど保守党に代わり労働党政権が誕生した年で，「教育，教育，教育」と訴え
教育政策を最優先課題としたブレア政権のもとで新たな国際学力調査への参加
表明がなされた。その後，イラク問題などを経てブレア首相への批判が高ま
り，２００５年にはブラウン政権となり，とうとう２０１０年５月には，キャメロン
保守党・自由民主党連立政権に代わった。１）
この間，イギリスの教育政策はいかに教育水準を向上させるかをめぐって展
開されてきた。２）イギリス政府は PISAがこの学力に関する一つの重要な国際的
なベンチマークを提供するものであると認識し，継続的に参加してきている。３）
では，イギリスの PISAへの対応はどのようなものであろうか。政府は PISA
の結果をどのように活用しているであろうか。
イギリスの PISA結果の受け止め方について多くの研究があるわけではない
が，いくつかの先行研究を見ておこう。
まず我が国では，イギリスの学力向上政策についての研究は多くあるもの
の，PISAとの関連で論じたものは，冨田福代の研究（２００７年）があるに過ぎ
ない。４）冨田によれば，イギリスでは PISA２０００および PISA２００３に対してマス
コミや政府などは「きわめて冷静な反応を示した」。また教育現場でも「そん
なことがあったのか。そういえば何となく思い出した」といった程度で，OECD
の国際学力調査に対して無関心であったと指摘している。しかし，PISA２００６
そして PISA２００９の結果発表に対してはどうだったのか，この点については今
後の課題となっている。
イギリスでは，エジンバラ大学教育社会学センターのグレック（Sotiria Grek）
らの調査研究が注目される。５）この一連の研究は EU諸国との国際比較研究の一
環として行われたもので，OECD調査への参加経緯から PISA２００６までのス
コットランドおよびイングランドの対応について本格的な研究を行ったもので
ある。
また「PISAショック」を経験したドイツのブレーメン大学のマーテンス
（Kerstin Martens）らは国際比較調査を精力的に行っており，イギリスの教育政
策への PISAインパクトも取り上げているので，重要な先行研究といえる。６）
もっとも，現在のところ，いずれも発表された論文等はまだ PISA２００９の結
果をカバーしたものではない。
筆者は「国際学力競争におけるグローバルガバナンスの実相の解明」を目的
とした共同研究（代表者：二宮晧）の一環としてイギリスの事例を担当してお
り，２０１１年９月中旬にロンドンにて調査を行った。
そこで，本研究では，こうした先行研究や一次資料そしてロンドンでの聞き
取り調査などに基づき，イギリスにおける PISAのインパクトの動向について
５４ 松山大学論集 第２３巻 第５号
検討を行いたい。
なお，考察の対象は主にイングランドとする。
 PISA 調査の結果
１ イギリスのランキング
イギリスの PISA２００９の結果は，OECDの平均と比べると，数学的リテラシ
ーが若干点数が下がるが，読解力と科学的リテラシーは少し上程度である。
表１の２００３年が「データなし」となっているのは，イギリス国内でイング
ランド地域で調査対象校の協力を十分に得られず，当該校の答案回収率が
OECDの規準（８５％以上）を満たすことができず，OECDの分析の段階でイギ
リス全体が対象国から除外されたことによる。なお，２０００年のデータについ
ても，現在では，サンプリングに偏り（学力の高い進学校が多かった）があり，
統計的に信頼性に問題があるという指摘もなされている。７）
PISA２００９の結果について，イングランド調査の実施を担当した全国教育研
究財団の報告書８）は，「イングランド（イギリス全体でも）は，読解力，数学，
科学におけるあまり良くない点数は２００６年と２００９年ではほとんど変化しな
かった。PISA２００９では，読解力と数学いずれも OECDの平均的な点数であっ
た。トップの成績をあげた上海，韓国，フィンランドも，高得点者と低得点者
の格差の点でイングランドよりも小さい」と述べた。
さらに「イングランドは３教科すべて国際的な格付けにおいて順位が低下し
２０００年 ２００３年 ２００６年 ２００９年
読解力 ７位（５２３） データなし １７位（４９５） ２５位（４９４）［４９３］
数学的リテラシー ８位（５２９） ２４位（４９５） ２８位（４９２）［４９６］
科学的リテラシー ４位（４３２） １４位（５１５） １６位（５１４）［５０１］
表１ イギリス（連合王国）のPISA ランキング
注：（ ）内は点数で，［ ］内は OECDの平均点である。
イギリスにおける PISAの教育政策へのインパクトの検討 ５５
た。２００９年に初めて参加した二つの国や地域である上海とシンガポールはイ
ギリスよりもずっと成績が良かった。既に参加していた国もその凡庸な成績を
向上させ，イギリスの順位を下げることになった」と指摘している。
イギリス（連合王国）地域別でみると，スコットランドがイングランドや北
アイルランドよりも若干上である（表２）。ウェールズは平均をかなり下回っ
ている。
２ PISA２００９の結果の概要
前述のように，イングランド（とウェールズ）の調査実施を担当したのは，
全国教育研究財団の教育評価部であった。イングランドの２００９年調査では１６５
校が参加した。一回目の調査では参加校が十分な数に達しなかったので，学校
を追加し最終的には８６．８％の学校が参加した。これらの学校の４，０８１人が参
加し，生徒の回答率も８７．３％となり OECDの規準を満たすものであった。
イングランドの PISA２００９の調査概要は，全国教育研究財団のまとめによる
と，以下の通りである。９）
読解力
１２ヵ国がイングランドよりもはるかに高い学力をあげている。上海（中国），
韓国，フィンランド，香港（中国），シンガポール，カナダ，ニュージーラン
ド，日本，オーストラリア，オランダ，ベルギー，ノルウェーである。新規参
加の上海とシンガポールを除いて，これらの国々は２００６年調査でも読解力で
イングランド スコットランド 北アイルランド ウェールズ
読解力 ４９５ ５００ ４９９ ４７６
数学的リテラシー ４９３ ４９９ ４９２ ４７２
科学的リテラシー ５１５ ５１４ ５１１ ４９６
表２ イギリス（連合王国）地域別のPISA２００９の結果
５６ 松山大学論集 第２３巻 第５号
はるかに高い成績をあげた国である。また６５ヵ国のうち１４ヵ国はイングラン
ドとさほど違いがない国である。残りの３８ヵ国はイングランドよりかなり成
績が低い。
数学的リテラシー
イングランドよりもはるかに高い成績をあげたのは２０ヵ国である。上海（中
国），シンガポール，香港（中国），韓国，台湾，フィンランド，リヒテンシュ
タイン，スイス，日本，カナダ，オランダ，マカオ（中国），ニュージーラン
ド，ベルギー，オーストラリア，ドイツ，エストニア，アイスランド，デンマ
ーク，スロベニアである。これらの国は２００６年調査でもイングランドよりも
上位にあった。１２ヵ国はイングランドとほぼ同じ学力であり，残りの３２ヵ国
はかなり学力が低い。
科学的リテラシー
科学ではイングランドをかなり引き離して学力が高い国は１０ヵ国である。
上海（中国），フィンランド，香港（中国），シンガポール，日本，韓国，ニュ
ージーランド，カナダ，エストニア，オーストラリアである。これらの国々は
初参加の上海とシンガポールを除いて，２００６年調査と変化はない。９ヵ国はほ
ぼイングランドと同じ成績である。残りの４５ヵ国はイングランドよりもかな
り学力が低い。
学力の男女差
読解力では男子は女子よりもかなり成績が低いのは，PISAに参加している
すべての国々にいえることである。しかし，他の大多数の国々と比較した場合，
男女差は小さいといえる。これに対して数学では，男子の方が女子よりもかな
り成績が良い。これも参加国に共通した傾向であり，ほぼ半数の国がこのよう
な結果を出している。なかでもイングランドは最も性差が大きい国の一つであ
る。
科学ではあまり大きな性差はない。OECDの平均的な数値である。性差によ
る科学の学力の違いは PISA参加国によってさまざまである。
イギリスにおける PISAの教育政策へのインパクトの検討 ５７
成績の分布
読解力では上海（中国），韓国，フィンランドといった成績最上位国と比較
すると，上位層と低位層との得点の幅が大きい。数学では成績上位国と比べる
とその得点幅は小さいが，高学力の生徒も少ない。科学では OECDの平均に
比べると成績上位層が多く下位層が少ないが，世界のトップクラスの国と比較
すると成績下位の者の割合が高い。
経済的，社会的，文化的背景の学力へのインパクト
経済的，社会的，文化的背景の指標について，PISA調査には親の背景や学
歴や家庭での持ち物などについての質問項目がある。
イングランドは OECD各国と同様に，上層の者と下層の者とでは学力上の
格差がある。読解力の平均点は４９５点であるが，下層の生徒は４５１点であり，
上層の者は５４４点である。生徒の社会経済文化指標が得点の分散をどの程度説
明するかという数値をみると日本で９％であるがイングランドは１４％であ
り，こうした要因が得点に与える影響はより大きい。
読書の習慣
イングランドの約４０％の生徒は楽しみのために読書をしていない。この数
値は OECDの平均的なものである。OECD全体でもイングランドでも，読書
の時間が３０分以下であっても，毎日読んでいる者とそうでない者の学力格差
は大きい。読書への態度を測る質問項目への回答は，OECDの平均とほぼ同じ
である。
最も人気がありよく読まれているものは，雑誌と新聞である。ノンフィク
ションよりも小説の方を好んで読み，漫画はほとんど読まれない。この傾向は
漫画を除いては他国と同じである。また図書館の貸出冊数は OECDの平均よ
りも少ない。
オンライン上でのコミュニケーション活動は高いが，他のオンラインの読み
は少ない。オンラインでのチャットや Eメールに費やす時間は OECD平均よ
りも少ない。
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学校で詩を読むのは，OECD平均よりも頻度が高い。
社会経済的背景と読解力との相関関係は，OECD平均よりも高い。
学校の自律性とリーダーシップ
学力が高い国と同様にイングランドの校長は大きな自律性を有している。学
校経営のほとんどの領域における大きな責任と権限は各学校にある。多くの他
の国々と比べても，校長は学校の日常的な教授・学習面においてより直接的な
役割を果たしている。教授上のリーダーシップ活動にも校長は大きく関与して
いる。学校の目標に学業成績の到達目標を書き込んだり，実際に学級の授業参
観を行ったりしている。
学校風土（school climate）
この領域も大切である。イングランドの校長は多くの他の国々よりも，学校
風土の形成に大きな働きをしている。不登校，暴力的な生徒，飲酒や薬物乱用
といった問題にも積極的に取り組んでいる。しかし，約３分の１の学校では，
教師は個々の生徒のニーズに対応しておらず，生徒に対して低い期待しかもっ
ていないといった問題に直面している。これに対して教師の間における生徒へ
の高い期待は高学力の国に共通している。
全体的に生徒は学校風土に肯定的である。もっとも，教師は生徒の声に耳を
傾けたり，関心をもっていないようである。生徒は学校の価値や教師との人間
関係については OECDの平均値と比較すると，より肯定的である。
ナショナルカリキュラムや国内テストとの関係
出題内容についてはナショナルカリキュラムと大きな違いはない。
しかし試験の形式には違いがあり，概して数学も科学も文脈を読むことが求
められている。また読解力では選択問題が多く，１４歳児のナショナルテスト
にも１６歳児の GCSEにもほとんどない形式なので，生徒は戸惑うこともある
かもしれない。GCSE（劇，詩，小説などが主な題材）に比べると，ノンフィ
クションからの出題が多い。
取り上げられている PISA試験の内容は国内のテストの前に既習したもので
イギリスにおける PISAの教育政策へのインパクトの検討 ５９
ある。しかし，出題傾向が GCSEとは異なることもある。また数学と科学で
は問題文がかなり長いので，生徒によっては読解力の関係で問題に解答できな
い可能性もある。
以上が政府の委託を受けて担当した調査機関による，イングランドの PISA
２００９年調査の概要である。なお，ウェールズ，スコットランド，北アイルラ
ンドはそれぞれ別の報告書にまとめられている。
 PISA の結果の受け止め方
図１は，ドイツのブレーメン大学のマーテンスとニーマン（Kerstin Martens
and Dennis Niemann）が各国の PISAのマスコミの反応を明らかにするために，
あるデータベースを使って，それぞれの国を代表する新聞１紙を選び，
「OECD及び PISA」という用語で，２００１年１２月から２００８年１０月までの期間
について検索してヒットした記事数を量的に比較したものである。１０）
この調査の結果，イギリスはアメリカ，ノルウェー，カナダ，ニュージーラ
ンドに次いで，メディア（タイムズ紙）の注目度が低い国であることが明らか
にされた。
ちなみに，メディアの注目度が高い国は，ドイツ，スペイン，メキシコ，オ
ーストリアなどである。なお，日本について同様な手法でデータベースで確認
したところ，朝日新聞が４２件，読売新聞が９２件（大阪版８件を含む）であっ
た。
このようなマスコミ報道の国際比較によれば，イギリスは PISAの注目度が
低かった代表国の一つである。しかし，アメリカやノルウェーとは異なり，主
要紙にまったく報道されなかったという訳ではない（図１）。
では，マスコミの報道はどのようなものであったのか。エジンバラ大学のグ
レックらによる調査結果や冨田福代の論文などを参考にして紹介したい。１１）
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 PISA２０００結果発表（２００１年１２月）
２００１年に第１回目の結果が発表されると BBCや主要な各紙によるメディア
報道がなされたが，その取り上げ方はずいぶんと小さいものであった。
イギリスが世界のトップランクであり，好成績であったことを誇らしげに報
道している。生徒の社会的な背景によって得点の格差が大きいなどイギリス教
育が抱えている問題点についてはほとんど取り上げていない。
BBC News ４／１２／２００１
８／１２／２００１
“How pupils are doing internationally”
“Are our students really this bright？”
図１ PISA のマスコミ報道の国際比較
（注）この図は，“factiva”（http://global.factiva.com）というデータベースを使って，
OECD加盟国の内２２ヵ国について，当該国を代表する新聞１紙を選び，２００１年
１２月から２００８年１０月までの期間「OECD及び PISA」という用語で検索した記
事数を量的に比較したものである。なお，＊印の付いているアイルランドとメキ
シコの新聞は検索可能な時期が制約されており，前者が２００３年２月，後者が
２００４年５月以降である。
（出典）Kerstin Martens and Dennis Niemann, Governance by Comparison－How Ratings
& Rankings Impact National Policy-making in Education, University of Bremen,
Collaborative Research Center,２０１０, p．４.
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BBC News ７／１２／２００４
８／１２／２００４
“Finlad tops global school table”
“Why school tables omitted the UK”
guardian ７／１２／２００４
１４／１２／２００４
１７／２／２００４
“Best schools are in Finland and the Far East”
“True to form : Teacher should not despair at the UK’s slide in
the latest international league tables, says Alan Smithers”
“Kelly adviser criticised ‘embarrassing’ international failings”
Telegraph ７／１２／２００４“UK slips in the world educational table”
そのほかの主要紙も２００１年１２月に報道した。
 PISA２００３結果発表（２００４年１２月）
マスコミはイングランド調査で学校の協力が十分に得られず，調査校の答案
の回収率が OECDの規準（８５％以上）を満たさず，イギリス全体が対象国か
ら除外されたことを中心に報道した。教育技能省から委託を受けて PISA調査
の実施を担当したのは，政府の調査統計局であった。
マスコミ報道ではこの不首尾について「残念であった」「当惑した」という
言葉が使われていた。BBCニュースによれば「調査に十分なデータを提供で
きなかったイギリスの失敗は，教員関係者や野党からショックと疑惑で批判に
さらされている。」１２）
このほか，『タイムズ』紙などの主要紙にも報道された。
 PISA２００６結果発表（２００７年１月）
PISA２０００に比べて，順位が大幅に下がったことを受けて，従来の主要紙に
加えて，『フィナンシャル・タイムズ』紙や『エコノミスト』誌など経済関係
のジャーナリストも PISAの結果について報道し始めた。さらに，いわゆるタ
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ブロイド判の大衆メディアがセンセーショナルな見出しをつけて報道した。
サッカーのワールドカップの結果発表のように，「負けた」「遅れを取ってい
る」といった言葉を用いている。
新聞紙上などには政府や経済界のコメントが掲載されているので，紹介して
おこう。１３）
労働党政府は「ナショナルテストや GCSEの成績によれば教育水準は向上
しつつある」とコメントをしている。これに対して野党の保守党はブレア労働
党政権の下で教育費が拡大した（２００４年度では１９９９年度の約１．５倍）のにも
かかわらず，PISAの結果が振るわないことが明らかになったので，抜本的に
教育政策を見直さないといけないと主張する。
また経済紙などには経済界の反応が取り上げられ，イギリス産業連盟
（Confederation of British Industry : CBI）は国際的に見て学力が低下した結果と
なったので労働党政権の教育政策に対して非難したことを報道している。１４）
もっともイギリスの PISA報道は発表の直後に「花火のような」一時的な対
応はあるものの，その後，継続的に PISAは紙面を飾ることはなかった。
イギリスにおける PISAの教育政策へのインパクトの検討 ６３
PISA２００７まではイギリス政府はその結果について直後にはメディアなどを
通じてコメントを発表するものの，継続的にフォローすることもなかった。何
か新しい教育政策を提言するわけでもなかった。
 政権交代とPISA２００９のインパクト
１ 連立政権の誕生と教育政策
２０１０年５月の総選挙によって労働党が惨敗した結果，政権交代が起こり保
守党・自由民主党の新政権が誕生した。保守党のキャメロンが首相となり，副
首相には自民党のグレッグが就任した。教育大臣には野党時代の影の大臣で
あったマイケル・ゴーブ（Michael Gove）が就いた。副大臣や政務次官も任命
された。こうした新たな体制で政府の教育政策が展開されることになった。
野党時代から保守党は労働党政権に対抗して独自の教育政策案を提言してお
り，総選挙でのマニフェストを踏まえて１１月には白書『教えることの意義』
（The Importance of Teaching）を発表し，新たな教育政策を具体的に立案し実
施しようとしてきている。１５）
連立政権の中心となった保守党の教育政策はどのようなものであろうか。そ
の骨子について紹介しておこう。
保守党のホームページをみると，教職の質の向上，規律の再構築，教
育水準の向上，教師のエンパワーメント，貧富の差による生徒間の格差の
是正といった５つの見出しのもと，連立政府が推し進めている具体的な政策課
題がリストアップされている。１６）
具体的な施策を紹介すると，教育課程（評価も含めて）面では，ナショナ
ルカリキュラムの改定，イングランド・バカロレアの導入，６歳児での
フォニックス・テストの開始などをあげている。
また学校制度の面では，労働党政権で導入されたアカデミーの拡充，フ
リー・スクールの導入（スウェーデン・モデルの新たな設置形態の学校）など
が施策としてあげられている。
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「すべての者に機会を提供するために学校を改革する」という理念は労働党
政権と共有していると言える。しかし，連立政権が打ち出した新しい教育政策
は，教育水準の向上へ向けて，「平等」よりも「自由」と「選択」を重視して
いると思われる。
２ PISA２００９結果発表と連立政権の対応
２０１０年１２月の発表時のメディアの報道ぶりはこれまで以上に大きくなっ
た。もちろん，日本のような PISAショックのようなものではなく，たしかに，
アメリカと同様「英国でも PISAへの関心は低い。メディアの報道も地味」１７）で
あるという評価も成り立つ。このようにメディアの報道からも，PISAの結果
を受けて，イングランドにおいて国民的な教育論議が起こるようなことはな
かったことが分かる。
さて，ゴーブ大臣が１２月７日に発表した PISA結果に対するコメントは以
下の通りである。長いが，引用しておこう。１８）
「本日公表された PISAの報告書はイギリスの学校制度改革が緊急を要
する課題であることを明らかにした。われわれは最も成功した国々から学
ばなければならない。
すべての生徒の学習到達度を向上させ，かつまた格差を解消することに
成功している国や地域がある。これらの国や地域は，教育機会をより平等
にし知識へのアクセスを民主化し，すべての者をより高い水準にするよう
に特別な配慮をしている。たとえば，（カナダの）アルバータからシンガ
ポール，フィンランドから香港，（米国の）ハーレムから韓国，これらの
国や地域から多くのことを教訓として学ばなければならない。
これらの成功事例はそれぞれ独自でユニークであり，教育において個別
のアプローチをとっているとはいえ，成功した学校制度には共通した特色
がある。多くの国々は，学校改善のための総合的な構想を有している。そ
イギリスにおける PISAの教育政策へのインパクトの検討 ６５
の柱としては，教師の質の向上，自由裁量のさらなる拡大，カリキュラム
の現代化，学校を地域社会に対してもっとアカウンタブルなものにするこ
と，詳しい業績データを活用すること，専門的な協同を奨励することがあ
る。このような学校制度全体の改革を通じて，イギリスは教育の面でも世
界のトップクラスの国の一つになることができる。
イングランドは，PISAの順位が下がり続けている。９年前と比べると，
読解力では７位から２５位に，数学では８位から２７位へ，そして科学では
４位から１６位へと低下し，ポーランドにもアイスランドにもそしてノル
ウェーにも追い越された。さらにドイツよりもはるかに巨額の公教育費を
支出しているのにもかかわらず，ほぼ同じランクである。
また報告書にはいくつかの問題点が指摘されている。まず，オーストラ
リアやカナダそしてフィンランドといった国々に比べると，低学力の生徒
の割合がかなり多いことである。次に，カナダや日本のような国々と比較
すると社会階層の影響を縮減することにあまり成功していないということ
がある。イングランドの最も貧困な家庭の子どもたちは，より裕福な同年
齢の子どもよりも学力的に２学年も遅れていることになる。」
さらに，ニック・ギブ副大臣は読解力について次のように補足している。
「懸念していることは，イングランドのほぼ４０％の生徒しか楽しみのた
めに読書をしていないことである。これらの子どもと，１日に３０分ほど
読書をする子どもの読解力の格差は，１年間の学校教育の差に匹敵する。
１５歳の生徒に最も人気のある活動は，Eメールやオンラインチャット
によるコミュニケーションである。もちろん，これはコンピュータ時代に
生きる若者に必要なスキルとしては良いことであり，必要なことかもしれ
ないが，しかし，本を手にとって，喜びのためだけに読むという基本的な
趣味を失う若者に育って欲しくはない。
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政府は英語教育を改革することが必要であると考えている。我が国の文
学の偉大な伝統は，学校生活の中心であるべきだ。イギリス文学は世界で
最高のものであり，それを誇りに思うべきである。しかし，最も優秀な者
も例外ではなく，彼らの何人かも含めて何千人もの子ども達は，正しい文
章を書けないで学校教育を終える。基本的な文法を知らず，明確で正確な
手紙も書けずに。最優先課題として，この問題に取り組みたい。」
そこで，政権交代後に政府の PISAへの対応に変化があったのか。今回のロ
ンドン出張において教育省のローナ・バートランド（Lorna Bertland）にこの
点について聞き取り調査をした。ゴーブ大臣の下，政府内での PISAへの注目
度が高まったとのことであった。１９）
ゴーブ大臣はスピーチなどで，OECDの国際学力テストである PISAの調査
に言及し，イングランドの順位などの結果や提言を紹介しつつ，連立政権の新
しい教育政策の意義と必要性を力強く主張しているとのことであった。実際，
その後，ゴーブ大臣の発言に注目してみると，OECDや PISAがしばしば使わ
れていることが分かった。
次に PISAの教員の間での認知度について教育学のテキストや研究書にあま
り載っていない２０）ようだがと尋ねた。PISA２００９までは３年ごとの公表で１２月
にはマスコミもランキングを紹介する程度で，実際，教師の間でも認知度はさ
ほどでもなかったが，連立政権後は政治家が PISAに言及するようになり，以
前に比べると認知度も上がっていると解説された。
さらにバートランドに，保守党連立政権の教育政策の概要について尋ねたと
ころ，「学校の自律的経営を推し進めること（学校経営の自律性），アカデミー
の増設，親の教育権の拡大などの教育制度改革を政策課題にあげていること。
さらに学力テストでは，初等学校の６歳児にフォニックス・テストを導入する
こと，またカリキュラムでは，資格・カリキュラム開発局（QCDA）の廃止や
ナショナルカリキュラムの改定，学外試験では，イングランド・バカロレアの
イギリスにおける PISAの教育政策へのインパクトの検討 ６７
導入など」現政権が進める教育政策の骨子について説明があった。
しかし，これらの連立政権の政策に PISAがインパクトを与えたかという
と，はっきりとしたことは言えないとのことであった。PISAの結果を受けて，
何か明確に新しい教育政策が立案されるということは今のところないという回
答であった。
お わ り に
以上のようにイングランドでは，PISAが新たな教育制度上，教育内容上で
の変更に何らかのインパクトがあったかといえば，なかったと言えよう。２１）
しかし，政権交代を経て，新しい連立政権の下でゴーブ大臣のイニシアティ
ブによって政府内での PISAへの注目度は一段と高くなり，PISA結果の活用
の程度という点では変化があったことは確かである。そして OECDの PISAの
国際的な影響力もあってか，ゴーブ大臣は外国の優れた教育実践に学ぶという
姿勢を打ち出してきていることは先述の通りである。学校制度改革そしてナ
ショナルカリキュラムや試験制度の見直し論議でも，外国との比較の観点が導
入されつつある。教育の国際比較を実りあるものにするためには，国際的なデ
ータを収集・分析する拠点の構築が必要であるという意見も出ている。２２）
「政府は初めて PISAの結果を真剣に取り上げた」のである。２３）
ところで，ドイツのクノーデル（Philipp Knodel）は PISAのインパクトにつ
いてイギリス政府の姿勢を pick and choose strategyと表現している。２４）PISA調
査がそれぞれの立場とその政策を正当化する上で必要な部分と無視する部分を
提供する格好の材料であることは，政府に限らず，政府の政策に批判的である
教員組合でも同様である。２５）
全国教員組合（NUT）は「報告書は，すべての生徒に最善の学習成果を達
成している学校は実はコンプリヘンシブ・スクールであると明言しており，ア
カデミーやフリー・スクール論には与していない」２６）と指摘して，新しいタイ
プの学校を拡大させる学校制度改革よりも，まずもって教員の待遇と労働条件
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の改善が必要であると述べる。
なお，PISAのインパクトについて，イングランド，スコットランド，北ア
イルランドとは異なり，ウェールズでは「悲惨な」PISA結果という外圧を受
けて，ウェールズ教育技能省によって２０項目の学力向上策が公表されたこと
は注目される。その動向の検討については今後の課題としたい。２７）
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導入されていることは注目に値する。鈴木秀幸「思考・判断・表現の評価方法－イギリス
の学力調査の採点技術」『指導と評価』２０１１年２月号；田中耕治編『パフォーマンス評価』
ぎょうせい，２０１１年など。
２１）今回の研究では、PISAのインパクトを教育制度やカリキュラムに具体的な変革をもた
らした「影響」として捉えて検討した結果，明示的な影響が見られないと判断した。もち
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ろん，その他の側面やさまざまなレベルでの影響があると考えられるので，どの範囲まで
をインパクトとして捉えるかが今後の検討問題となっている（二宮晧ほか「国際学力調査
の教育制度と教育内容への影響」中国四国教育学会編『教育学研究紀要（CD-ROM版）』
第５６巻，２０１０年）。定義の如何そして今後の教育政策への影響の検証によっては，異なる
解釈も可能になるかもしれないが，今後さらに考察を加えていきたい。
２２）J. Clifton, “International comparisons can be instructive if used properly-but, on this too,
England is lagging behind”, TES,１５ July,２０１１; J. Clifton, Benchmarking the English school
system against the best in the world, NAUWT,２０１１.
２３）Ian Bauckham, “Major changes and difficult times in English Schooling”, European School
Heads Association Magazine, March２０１１.
２４）Philipp Knodel, “England－PISA und die ‘pick and choose’-Strategie”, P. Knodel, K. Martens,
D. D. E Olano & M. Popp（eds.）, Das PISA-Echo : Internationale Reaktionen auf die
Bildungsstudie, Campus Verlag,２０１０.
２５）National Union of Teachers, “Comment on PISA２００９ Survey”,７ Dec.２０１０; “What does
PISA say about Comprehensive Schooling ?”,２０１０. ２０１１年９月２０日全国教員組合の本部を
訪れたところ，情報担当官の Janet Friedlander氏が対応してくださった。
２６）“Far Eastern Schools shame our education system, claims Gove”, Daily Mail,２８ Dec.２０１０.
もっとも，政府の教育政策に反対する立場からは，「フィンランドは最も多様性の少ない
教育制度を採用しており，ほとんどの生徒は地元の学校に進む。だがマイケル・ゴーブ大
臣はヨーロッパで最も成功しているフィンランドからは学ばず，スウェーデンやアメリカ
から学んでいる。これらの国々は最も成功した国ではないし，教育制度において最大の多
様性を有しており，営利目的の団体が学校を運営している国でもある」という批判をして
いる。“PISA２００９”, Anti Academies Alliance,３０Dec.２０１０.
２７）Jenny Bradshow et al., PISA２００９ : Achievement of １５-year-olds in Wales, NFER,２０１０;
“PISA tests show pupils in Wales falling behind”, BBC News,７ Dec.２０１０; “Wales flunks
global tests”, TES Cymru,３ Dec.２０１０; Leighton Andrews : Minister’s view”, Western Mail,
１７Feb.２０１１. ウェールズ教員協議会会長のゲーリー・ブレース（Gary Brace）は「６ヶ月
前に，PISAの結果はウェールズの教育制度全体にショックの波をもたらした」と述べて
いる（“PISA Results”, Teaching Wales, Summer２０１１）。
＊本稿は，日本学術振興会の科学研究費補助金（２１３３０１９１９）による研究成果の一部
であり，中国四国教育学会第６３回大会（広島大学，２０１１年１１月１９日）での発表原
稿をもとにしている。
イギリスにおける PISAの教育政策へのインパクトの検討 ７１
年 内 容
１９８８
教育改革法：ナショナルカリキュラム，ナショナルテスト，リーグテーブル
第１回１６歳児の GCSE試験（GCE・Oレベルと CSEを統合）の実施
１９９０ メージャー新首相（サッチャー保守党首相に代わって）
１９９１ 第１回７歳児のナショナルテスト実施（英語・数学・科学）
１９９５
第１回１１歳児のナショナルテスト実施（英語・数学・科学）
ナショナルカリキュラム改定（「情報」必修）
１９９７
ブレア労働党政権誕生（５月）
OECDの PISAに参加決定
１９９８
第１回１４歳児のナショナルテスト実施（英語・数学・科学）
National Literacy Strategy導入
１９９９
ナショナルカリキュラム改定（「公民」必修）
National Numeracy Strategy導入
２０００ 第１回 PISA調査
２００１
PISA２０００結果発表（１２月）
（読解力７位 数学的リテラシー８位 科学的リテラシー４位）
２００３ 第２回 PISA調査
２００４ PISA２００３結果発表：イングランドの回収率（８５％未満）の問題で対象外
２００６ 第３回 PISA調査
２００７
ブラウン政権（６月）
「教育技能省」を「子ども学校家庭省」に再編
PISA２００６結果発表（１２月）
（読解力１７位 数学的リテラシー２４位 科学的リテラシー１４位）
２００８ １４歳児のナショナルテスト廃止決定（２００９年５月にテストは実施されず）
２００９ 第４回 PISA調査
２０１０
キャメロン保守党・自民党連立政権誕生（５月） ゴーブ教育大臣
「子ども学校家庭省」を「教育省」に名称変更
イングランド・バカロレアの導入発表
政府白書『教えることの意義』発表（１１月）
PISA２００９結果発表（１２月）
（読解力２５位 数学的リテラシー２７位 科学的リテラシー１６位）
２０１１
ナショナルカリキュラム改定作業開始（１月）
教育法の成立（１１月）
補注 イギリス（イングランド）のPISA 関連年表
（注）PISAの順位はイギリス（連合王国）全体のランキングである。
（出典）文部科学省『諸外国の教育改革の動向』ぎょうせい，２０１０年など参照。
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